
先端設備等導入計画認定申請　事前確認及び書類チェックリスト
1. 認定申請必要書類
	№
	必要書類
	チェック

	１
	様式第22（第25条関係）先端設備等導入計画に係る認定申請書
	

	2
	先端設備等導入計画に関する確認書
※認定経営革新等支援機関が発行する書類です
	

	3
	導入設備の見積書・カタログ
	

	4
	労働生産性の算出根拠資料
※中小企業庁が公開している「経営力向上の目標及び経営力向上による経営の向上の程度を示す指標の算定根拠」を活用してください
	

	5
	市税の納付情報に関する同意書
	


※上記のほか、必要に応じて書類を求める場合があります。
※変更申請の場合、様式第23（第26条関係）及び 2～5を添付し、提出してください。

2. 税制の優遇措置を受けたい場合
	№
	必要書類
	チェック

	1
	先端設備等に係る投資計画に関する確認書
※認定経営革新等支援機関が発行する書類です
	

	2
	（別紙）基準への適合状況
	

	3
	従業員へ賃上げ方針を表明したことを証する書面
	

	4
	貸借対照表・損益計算書（直近１年分）
	

	5
	（リースの場合）リース契約見積書（写し）
	

	6
	（リースの場合）(公社)リース事業協会が確認した固定資産税軽減計算書（写し）
	


※上記のほか、必要に応じて書類を求める場合があります。


【先端設備等導入計画認定申請　事前チェックリスト】
次の要件を全て満たしていること

認定要件
	№
	要　　件
	チェック

	1
	中小企業者であること（中小企業等経営強化法第2条第１項）
	

	2
	計画期間が３年間、４年間又は５年間であること
	

	3
	直近の事業年度末（基準年度）比で労働生産性が年平均３％以上増加する計画であること
※認定経営革新等支援機関が確認した計画であること
	

	4
	機械装置、測定工具及び検査工具、器具備品、建物附属設備、ソフトウェアを導入する計画であること
	




【税制優遇措置　確認リスト】
先端設備等導入計画の認定を受けた設備で、次の要件を全て満たしていること

要　　　件
	№
	要　　件
	チェック

	1
	資本金１億円以下の法人または従業員数1,000人以下の個人事業主等であること
	

	2
	投資利益率が５％以上の投資計画であること
※認定経営革新等支援機関が確認した計画であること。
	

	3
	以下の基準を満たす設備であること
機械装置（１台あたり最低価額：160万円以上）
測定工具及び検査工具（１台あたり最低価額：30万円以上）
器具備品（１台あたり最低価額：30万円以上）
建物付属設備（１台あたり最低価額：60万円以上）
	

	4
	計画期間中に1.5％以上もしくは3％以上の賃上げ表明に関する記載があること
	



